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2022年11月18日
一般社団法人 太陽光発電協会

省エネ・再エネ住宅推進プラットフォーム
分科会①

太陽光発電設備について
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本日のご説明内容

１． 太陽光発電協会のご紹介

２． 設置費用と売電

３． 導入スキーム

４． 耐震診断の必要性

５． 導入トラブル

６． 部品性能と耐用年数

７． マンションへの導入事例

８． 廃棄処分とリサイクル

９． 熟練技術者の養成

１０．人権問題

参考資料
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国の第6次エネルギー基本計画の実現を視野に、
「国と地域に求められるエネルギーを、地域と共に創り、地域社会との調
和・共生・連携を図ることで、太陽光発電が国と地域に大きな便益をも
たらす自立した主力エネルギー」となることを目指す。

１．太陽光発電協会のご紹介

■主な活動
・太陽光発電の健全な普及に向けた提言・関係機関への意見具申等
・太陽光発電設備の施工品質の向上や保守点検等に関するガイドラインの作成・公開
・施工技術者及び保守点検技術者の育成のためのPVマスター技術者制度の運用
・太陽光発電に関する標準化及び規格化についての調査研究、出荷統計の取り纏め・公開
・太陽光発電の健全な普及に向けた啓発活動：シンポジウムやセミナーの開催、情報発信
・使用済み太陽電池モジュールの適正処理・リサイクル等に関する研究

■会員数 119社・団体（2022年4月現在）、他に賛助会員14団体
・販売・施工（含むゼネコン、住宅メーカー等） ：42社（35%）
・周辺機器・部品・素材メーカー ：26社（22%)
・太陽電池セル・モジュールメーカー ：20社（17%）
・電力・エネルギー ：18社（15%)
・機関・団体 ： ２社（2%)
・その他 ：11社 （9%）

一般社団法人 太陽光発電協会（JPEA）



Japan Photovoltaic Energy Association 4

出所：第73回 調達価格等算定委員会 配布資料

経済産業省の発電コスト検証WG
の試算によれば
2020年の住宅用太陽光発電の
平均発電コストは、17円台

出所：東京電力エナジーパートナー WEBサイト

東京電力の電気料金プラン「スマートライフS/L」

東京電力の深夜電力単価と同等
のコストで電力を入手可能

電気は電力会社から購入するよりも
太陽光発電でつくる方が安い

✓ 住宅用太陽光発電のシステム費用は年々低減し、設置者は導入による
経済的メリットを享受できる状況になった。

２．設備費用と売電
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余剰電力
・発電電力の6割～7割 21円/kWh

（2020年度のFIT価格）

自家消費電力
・発電電力の4割～3割 25円/kWh

不足電力
・電力会社から購入
1:00～6:00 17円/kWh
その他の時間帯 25円/kWh

太陽光発電の発電電力と住宅の消費電力

✓ 住宅用太陽光発電では、発電量する電力の全てを自家消費することができず、
一般的に6割～7割の余剰電力が発生する。

✓ 蓄電システムを同時に導入することで、自家消費率を上げて経済的メリットを
向上させるとともに、発電したCO2フリーの電力を有効活用することが可能。

✓ さらに、日照に応じて停電時でも電気を使うことができます。

2020年度の平均発電コスト 17円/kWh

２．設備費用と売電
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✓ 住宅用太陽光発電は、安価なCO2フリー電力でEVを充電する充電電源として
の役割が期待される。

✓ 蓄熱型ヒートポンプ給湯器（エコキュート）を稼働させ、自分で発電した太陽
光発電の電気を直接利用することで省エネとCO2削減に寄与することができる。

✓ 電力から発生するCO2のみでなく車の燃料や給湯から発生するCO2も削減可能

充電ポイント
自宅

帰宅後蓄電池
からEVへ充電

昼間はPVから
蓄電池へ充電

２．設備費用と売電

出所：東京電力エナジーパートナー
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購入
初期費用0円ソーラー

PPAモデル
初期費用0円ソーラー

リースモデル

期間中の所有権 お客さま サービス事業者 サービス事業者

初期費用 設置費用 0円 0円

月額費用 0円 自家消費課金 リース料金

売電収入の帰属先 お客さま サービス事業者 お客さま

契約電力会社 制限なし サービス事業者
（制限なしの場合あり）

制限なし

お客さまの
メリット

・売電収入と自家消費の電気代
削減効果が得られる

・初期費用が無料
・自家消費の電気代削減効果が
見込まれる
・メンテナンス費が原則不要

・初期費用が無料
・売電収入と自家消費の電気代
削減効果が見込まれる
・メンテナンス費が原則不要

お客さまの
デメリット

・初期費用が必要
・天候等の条件含め投資回収のリ
スクを伴う
・ローンの場合、与信の影響あり
・メンテナンス費はユーザー負担

・余剰売電収入は事業者に充当さ
れる
・自家消費分は有料
・設置条件あり

・月額固定のリース料金支払いの
ため、天候等の条件含め投資回
収のリスクを伴う
・設置条件あり

契約期間 なし
10～20年

（契約期間経過後は、需要家に
システム一式が無償譲渡される）

10年
（契約期間経過後は、需要家に
システム一式が無償譲渡される）

※事業者、サービスプランにより、詳細は異なる場合があります

３．導入スキーム

✓ 導入方法が異なることでお客さまのメリット、デメリットが異なる。
✓ お客さまの多様なニーズに合った導入方法を選択することが重要である。
✓ お客さまが選択するためにサービス事業者からの丁寧な説明が求められる。
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４．耐震診断の必要性

✓ 屋根に設置する場合、4kWシステムでは太陽電池モジュールの設置面積は
約25～40㎡ 、重さは架台などの設置部材を含めて400～550kg程度なので
1㎡あたり約16㎏

✓ 東京（垂直積雪量30cm地域）であれば積雪荷重
1㎡あたり600N（約61kg重）相当で建築されていると判断

✓ ただし、昭和56年5月までの旧耐震基準しか満たしていない住宅には設置困難
✓ また、長期優良住宅の認定を受けた住宅は、計画変更の手続きが必要

既存住宅への設置の際の考え方

T0530895
テキストボックス
関係者確認・調整中（プラットフォーム事務局）



9※経済産業省
9

５．導入トラブル
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５．導入トラブル
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JPEAホームページ（https://www.jpea.gr.jp/document/pamphlet/）
からご自由にダウンロード出来ます！

失敗しない太陽光発電システム選び 始めようソーラー生活

11

５．導入トラブル
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事業認定ガイドライン

電気事業法

メーカー保証年数

※事業計画策定ガイドライン（太陽光発電） 経済産業省

※低圧太陽光発電設備や小形風力発電設備を購入される皆様へ
～「電気事業法上の義務」をご存じですか？～ 経済産業省

６．部品性能と耐用年数
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太陽光発電システム保守点検ガイドライン
https://www.jpea.gr.jp/wp-content/themes/jpea/pdf/t191227.pdf
（一社）日本電機工業会（JEMA）及びJPEAが共同で作成、
IEC（国際電気標準会議）及び国内の法的基準等に準拠

＜ポイント＞
目 的 ：保守点検及び維持管理計画の策定、体制の構築のためのガイドライン
対 象 ：住宅用、産業用すべての発電設備
責任の所在 ：太陽光発電システムは管理する責任は、発電設備の施工業者や

設備メーカ等ではなく、発電設備の所有者（システム所有者）に
ることを明記

⇒ 設備の保守・維持管理は「義務」となっており太陽光発電システムを設置される事業者、
個人は保守点検・維持管理に関してシステムの施工者と十分な打合せ、調整を行って
いただくことをお勧めします。

住宅オーナー向けに啓発用パンフレット「続けようソーラー生活」を作成・配付
https://www.jpea.gr.jp/wp-

content/themes/jpea/pdf/tudukeyou_pamphlet.pdf

６．部品性能と耐用年数

about:blank
about:blank
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■事例3 サンエー
～電気代の更なる値上げに備えよう～
太陽光発電システムの問合せが昨対比約3倍に急増
マンション管理コストの高騰で管理費値上げが背景に
URL https://www.atpress.ne.jp/news/331666
発表日 2022年9月30日

■事例2 東急不動産・東電
～ウェルビーイングな暮らしの実現に向けた「環境先進マンション」の取り組み～
カーボンニュートラルに向けた基本協定を締結 「ブランズ牛込柳町」から
カーボンニュートラルとレジリエンスに貢献する設備・サービスの導入を開始
URL https://www.tepco.co.jp/press/release/2022/1663478_8712.html
発表日 2022年7月21日

■事例1 長谷工
～居住型実験住宅を設け、未来住宅の創造に向けた研究・技術開発を推進～
国内初 既存社宅を全面改修しCO2排出量実質ゼロを目指す
賃貸マンション「サステナブランシェ本行徳」着工
URL https://www.haseko.co.jp/hc/information/press/1co2.html
発表日 2022年6月13日

７．マンションへの導入事例
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■JPEAホームページ

https://www.jpea.gr.jp/house/waste/

■東京都太陽光発電設備高度循環利用推進協議会

https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/hodohappyo/press/2022/08/25/17.html

■太陽電池モジュールの化学物質含有情報の公開

「使用済太陽電池モジュールの適正処理に資する情報提供のガイドライン
（第1版）」に基づき自社ウェブサイトにおいて情報提供しているとの連絡が
当協会宛てにあった企業一覧
https://www.jpea.gr.jp/document/handout/member-list/

８．廃棄処分とリサイクル
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2017年8月、JPEAは、改正FIT法の施行に伴い、国が定めた業計画策定ガイドラインに従

い、設計・施工、保守点検の強化・充実が求められたことから、これに対応すべく、新たな太

陽光発電の技術者認定制度として、「ＰＶマスター施工技術者」 と「ＰＶマスター保守点

検技術者」の認定をスタートしました。

（１）PVマスター技術者認定制度について

◆「ＰＶマスター施工技術者」

従来の「ＰＶ施工技術者」で対象にしていた住宅用に加え、10-50kW低圧連系や

高圧連系を含めた全ての太陽光発電設備の施工を担える技術者の認定。

◆「ＰＶマスター保守点検技術者」

協会発行の“太陽光発電システム保守点検ガイドライン”に基づく設備の保守・点

検の知識、技術を習得した技術者の認定。

✓ JPEAによる各種ガイドラインの策定や情報発信を参考にしていただきたい。

PVマスター技術者のいるPV事業者
http://www.jcot.jp/pv/

９．熟練技術者の養成
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2022/10/17公表「太陽光発電産業の人権問題に関する取り組み宣言」について

20221015_jpea.pdf

１０．人権問題

about:blank
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参考資料
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住宅用太陽光発電の発電コストに関する補足説明

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 発電コスト検証ワーキンググループ
基本政策分科会に対する 発電コスト検証に関する報告（令和3年9月）

cost_wg_20210908_01.pdf (meti.go.jp)

about:blank
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住宅用太陽光発電の発電コストに関する補足説明

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 発電コスト検証ワーキンググループ
基本政策分科会に対する 発電コスト検証に関する報告（令和3年9月）

cost_wg_20210908_01.pdf (meti.go.jp)

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/cost_wg/pdf/cost_wg_20210908_01.pdf
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PVマスター保守・点検技術者

合格

再受験
PVマスター施工技術者

認定試験

修了

認証研修

一般の認定 希望者

合 格

PVマスター保守点検技術者 認定試験

不合格

ウェブサイト試験
によるステップ
アップ更新

PVマスター施工技術者

PV施工技術者 国家資格※有資格者

コース①

コース②

コース③

コース④ コース⑤

現状、認証研修機関が
ない状況にある。

PVマスター技術者認定制度の認定スキーム
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一般の方の取得 （コース①） ←現状、未実施のコース

認定希望者は、所定の認証研修をJPEAが認証する研修機関にて修了後、
ＰＶマスター施工技術者認定試験に合格すると認定される。

ＰＶ施工技術者 の更新によるステップアップ（コース②）

現行のＰＶ施工技術者は、追加領域の技術を学習し、e-ラーニングでステップアップ

更新できる。

ＰＶマスター施工技術者による取得（コース③）

ＰＶマスター施工技術者は、ＰＶマスター保守点検技術者認定試験に合格することに

より認定される。

ＰＶ施工技術者による取得（コース④）

現行のＰＶ施工技術者は、ＰＶマスター保守点検技術者認定試験に合格することに

より認定される。

国家資格有資格者による取得（コース⑤）

ＰＶ関連の国家資格※有資格者は、ＰＶマスター保守点検技術者認定試験を受験し、

合格すればＰＶマスター保守・点検技術者として、認定される。

※国家資格 ：電気工事士、 電気主任技術者

➢ ＰＶマスター施工技術者の認定

➢ ＰＶマスター保守・点検技術者の認定

PVマスター技術者認定制度の認定スキーム
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2030年46％削減に向けた太陽光の導入目標

◼ 2020年度末の累計導入量は約61GW（電源構成の7～８％）
◼ 第６次エネ基の2030年度末の見通しは103.5～117.6GW（電源構成の14～16％）であり、

第5次エネ基の64GWから大幅に上方修正され野心的レベルとなっている。
◼ JPEAにおいても従来の2030年ビジョンの100GWから新たな野心的目標125GWを設定
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日本の太陽光発電‐累計導入量：実績と見通し

10kW未満

10-999kW

1MW以上

JPEA野心的目標125GW

第6次エネ基見通し103.5GW

JPEAビジョン100GW

第5次エネ基見通し64GW

第6次エネ基見通し117.6 第5次エネ基本見通し
64GW

第6次エネ基見通し
103.5GW～117.6GW
第6次エネ基見通し
103.5GW～117.6GW

JPEA野心的目標
125GW

JPEAビジョン
100GW（2020年発表）

2030年の野心的目標達成には、2020年度実績から2倍程度に増やす必要がある

※：容量の単位：GW（ギガワット＝100万kW）
交流出力（パワーコンディショナーの合計出）

2020年度迄の実績値は資源エネルギー庁のデータのに基づきJPEAが作成

61GW
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太陽光発電のコスト競争力：買取価格の低減とFITからの自立

21.8

19.1

14.0

12.0 11.0 10.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

￥／kWh

（税抜き）

太陽光 住宅用（10kW未満）
太陽光事業用（50kW以上250kW未満）※1
陸上風力
住宅用電力量料金（東電スタンダートプラン、121ｋWh～300ｋWh）
業務用高圧電力量料金（東電業務用高圧,その他期）
卸電力スポット価格(前日)※2
洋上風力（着床式）
洋上風力（浮体式）

住宅用太陽光
FIT価格

卸電力スポット価格

住宅用電力量料金

事業用太陽光
FIT価格

業務用電力量料金

■事業用太陽光のFIT買取価格は業務用電力量料金を下回り、卸電力スポット価格に近付いている。
■住宅用のFIT価格は家庭用電力量料金を下回り、自家消費のインセンティブが増している。

固定買取（FIT)価格と電気料金・スポット価格の比較（消費税を除く）
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地域との共生が可能な想定設置場所

野心的目標 参考：現行JPEAビジョン

2030年度想定 2050年度想定

GW(AC) GW(AC)

1.戸建て住宅 30.0 61.0

2.集合住宅 4.0 22.4

3.非住宅建物 6.0 33.6

4. 駐車場等交通関連 4.0 16.7

5. 工業団地等施設用地 3.5 13.3

運輸 6. 自動車・バス・トラック・電車・船舶等 0.0 0.0

47.5 147.0

7.  2019年度迄FIT認定　非住宅 60.0 46.7

8. 水上空間等 2.0 23.3

9. 道路・鉄道関連施設 1.0 6.0

10.  耕作地 9.0 50.7

11.  耕作放棄地 5.0 20.0

12.  その他農家関連耕地けい畔等 0.5 6.7

77.5 153.3

125 300

非需要

地設置

非農地

農業関連

小計

合計

需要地

設置

住宅

非住宅

小計

◼ JPEAが想定している設置場所※１は、未利用地や建築物の屋根・壁面等が殆ど
であり、地域との共生を実現しながら稼働目標を達成することは可能だと考える。

※１：下表の7．2019年度迄のFIT認定案件（非住宅）を除いて
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太陽光発電は、地域・国・グローバルのそれぞれのレベルで便益をもたらす「未来への投資」

太陽光発電がもたらす便益：「未来への投資」

太陽光発電の本来の姿：地域・国・グローバルにおいて便益をもたらす




